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審査意見への対応を記載した書類（９月） 

目次 

 

１．【第一次審査意見２の回答について】 

＜入学者選抜の実施体制等が不明確＞ 

外国人留学生を対象とした特別の入試区分は設けず「推薦入試枠」により入学者選抜を

行う計画となっているが、募集定員が４０名となっており多くの外国人留学生の入学が

想定されていることから、適切な入学者選抜の実施体制となっていることを明確にする

こと。また、外国人留学生の確保について、例えば「留学エージェント」における他大学

等の過去の実績等を説明し、貴学が想定する優秀な外国人留学生の確保ができることを

明確にすること。 

なお、外国人留学生の受入れの際の経費支弁能力の確認、在籍管理のほか学修指導や学

修支援の方策等を説明すること。（改善事項）・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

 

２．【第一次審査意見３の回答について】 

＜入学後に必要となる語学力の確認方法が不明確＞ 

英語による授業を行う計画となっていることから、入学者選抜において、それに必要と

なる語学力の確認をどのように行うのか回答を求めたが、回答された内容は「入学者選抜

において必ず英語の試験を課し」という回答で、具体的な説明がなく入学者選抜において

適切に語学力の確認を行えるのか不明確である。このため入学者選抜における英語の試

験について、例えば、水準、内容、配点割合などを明確にすること。なお、入学後に英語

の能力が不十分な学生がいる可能性も想定されることから、そのような学生に対する対

応策について、実施体制を含め説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・ １２ 

 

 

３．【第一次審査意見７の回答について】 

＜シラバスの充実等について＞ 

「機械電気システム工学概論」のシラバスの使用言語が申請書類上の説明と異なって

いるため適切に修正すること。また、基本的に英語による授業を行う計画となっているこ

とから、学生が履修し易いよう英語によるシラバスを作成すること。なお、基本的に英語

で授業を行う計画であるため、教員のファカルティ・ディベロップメントが重要と考えら

れることから、教員の英語による教授方法の向上等の取組を説明すること。 

（改善事項）・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 

 

４．【第一次審査意見９の回答について】 

＜電子ジャーナルの維持の方策が不明確＞ 

電子ジャーナルを整備する計画となったが図書購入費は学年進行するにつれて減額に

なっていることから、電子ジャーナルの維持・管理が適切にできるよう図書購入費となっ

ていることを説明すること。（改善事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 
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（改善事項）工学部 機械電気システム工学科 

【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

１．【第一次審査意見２の回答について】 

＜入学者選抜の実施体制等が不明確＞ 

外国人留学生を対象とした特別の入試区分は設けず「推薦入試枠」により入学者選抜を行

う計画となっているが、募集定員が 40名となっており多くの外国人留学生の入学が想定

されていることから、適切な入学者選抜の実施体制となっていることを明確にすること。

また、外国人留学生の確保について、例えば「留学エージェント」における他大学等の過

去の実績等を説明し、貴学が想定する優秀な外国人留学生の確保ができることを明確に

すること。 

なお、外国人留学生の受入れの際の経費支弁能力の確認、在籍管理のほか学修指導や学修

支援の方策等を説明すること。 

 

 

（対応） 

（１） 留学生確保について 

初めにエージェントを留学生獲得手段の第一とする理由を説明する。 

 

１）世界の一流大学の留学生獲得方式の現状 

世界では国境を越えて大学教育を受ける学生が 2014 年時点で 500 万人に達し、2025

年にはこれが 800 万人に到達することが予想される（注 1）。このような環境の中で世界

の一流大学は、認定エージェント（注 2）を使った留学生獲得をその方策の軸に据えてい

る。 

逆に、現在の留学生マーケットの規模に於いては、個々の大学が独自の活動だけで留

学生の必要数を確保することは現実的に困難となっている。 

これら一流大学と言われる大学の中で、契約エージェントの明細を公表していると

ころは限られているが、一部の公表している大学の例を示すと、以下の通りである。 

① 世界ランキング第 29 位の Australia 国立大学は、53 ヶ国 66 社のエージェント

と世界中で契約。 

② 世界ランキング第 38 位の Melbourne 大学は 73 ヶ国 85 社のエージェントと契

約。 

③ 世界ランキング第 27 位の英国 Manchester 大学は 20 ヵ国 31 社の留学エージェ

ントと契約。 

④ 米国の大学においては、大学側からの公表はないものの、同国に於いても実際に

は認定エージェントによる留学生の確保が一般的であり、実際、世界各地で行わ

れる大学とエージェント会社に依る合同フェアには、米国の大学も多く参加し

ている。大規模なフェアになると、大学とエージェント合わせて 3000 団体が出

席するような規模のものもある。その中には、Virginia 工科大学他、米国の一

流州立大学等が名を連ねていた。  

なお、ハーバード大学等の超一流クラスは、エージェントとの力関係に於いて、圧倒

的に優位にある為、エージェント側から優秀人材を個別に持ち込むというのが実態で

あり、このような場には出て来ない。 

 

（注 1）出典：Monitor, I. C. E. F. (2015). The state of international student mobility in 2015. 
ICEF Inc: Bonn, Germany. Accessed November, 10. 

https://monitor.icef.com/2015/11/the-state-of-international-student-mobility-in-2015/ 
出典：Soeiro, A. (2012). ASSESSMENT OF HIGHER EDUCATION LEARNING OUTCOMES-AHELO-

FEASIBILITY STUDY REPORT. VOLUME 1-DESIGN AND IMPLEMENTATION. 
https://repositorio-aberto.up.pt/bitstream/10216/70619/2/42556.pdf 

 
（注 2）認定エージェントとは、その代表格としては、イギリス外務・英連邦省の国際文化交流機関であ

https://monitor.icef.com/2015/11/the-state-of-international-student-mobility-in-2015/
https://repositorio-aberto.up.pt/bitstream/10216/70619/2/42556.pdf
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るブリティッシュ・カウンシルの活動があげられる。100 ヶ国以上に拠点をかまえた上で、その
活動の一つに公正かつ公平な留学が世界的に促進されるよう条件を満たした留学エージェントの
みに認定を与える形で公認活動を行っている。同じように ICEF（International Consultants for 
Education and Fairs）や、BMI（Business Marketing International）というような欧州を中心
として活動する業歴 40 年を超える教育企業も、国際的な留学エージェント認証機関として、質を
担保する機能を果たしている。 

 

２）エージェントを通じた留学生獲得を基本施策とする理由とその結果に関する見通し 

上記１）で述べた通り、世界の留学生マーケットがエージェントにより主導されてい

る実態を踏まえ、本学も信頼できるエージェントを選別し、その機能を活用することが

合理的と判断した。 

既に 31 社と契約を締結済みであり、現在、各国マーケット毎の特質を踏まえたエー

ジェントとの具体的な留学生募集に向けた方策の詰めを行っている段階にある。 

一方、エージェント側から見た本学の工学部に対する評価であるが、世界最先端を行

く日本の高い工業技術を英語で学び、且つ、学位がとれる工学部ということで非常に強

い期待を持たれている。 

これまで工学を英語で学ぶ事を志向する学生の選択肢は、欧米、豪州の工科系大学で

あったが、ここに日本の本物のものづくり工学を学べるという新しい選択肢が現れた

という認識である。 

特に、アジア各国に於いては、日本の製造業に対する尊敬の念は非常に高く、卒業後

にそのような日本企業に就職できるチャンスに繋がるという点は大きな魅力になって

いる事も殆ど全てのエージェントが指摘している点である。 

更に言えば、授業料水準は欧米の 1/3 から 1/2 とコスト面に於ける圧倒的な競争力

もある。 

以上により、本学は留学生獲得に関しては、十分以上の実需があると確信している。 

  

   なお、多人数の優秀層の留学生を取り込むという戦略には、単に定員の一部を留学生

で確保するというだけではなく、彼らとの接点を通じ、日本人学生を世界に通じるグロ

ーバルエンジニアに育成する為の環境を提供するという意味が大きい。 

留学生には少なくとも 1 年間の寮生活を義務化する予定であり、略々同数の選ばれ

た日本人学生と共同生活をさせる計画である。既に、太秦キャンパス敷地内にこの為の

寮を建設中であり、特定の教員が生活指導教員として常駐する事も決定済みで、寮生活

も教育指導の場とする考えである。 

 

３）利用エージェントの選別 

エージェントの選別に当たっては、工学部の留学生確保のために編成した国際アド

ミッションチーム 7名により以下のプロセスを実施し、厳選を図った。 

① 書類選考に加え直接面接を実施（このプロセスを通じ、反応速度や誠実度とい

った点についても十分にチェックした） 

② エージェント毎に、既存取引先大学に直接コンタクトし取引実績を確認（含む

契約書確認） 

③ 業界コンサルタントからの第三者意見も参考とした 

 

なお、本学が契約している留学エージェント 31社の内、新規参入の 3社（過去の実

績なし、但し担当者は業界経験豊富）を除く、28 社に対して実績調査を改めて実施し

たところ、28社すべてが実績を公表してくれた。大学別の内訳については 14 社から回

答があり、8社が社外秘、6社は回答が間に合わなかった。2018 年の留学生派遣人数の

内訳は 501 名以上の派遣実績を持つエージェントは 4社、500～201 名以下が 4社、200

名以下が 20 社、となっている。これらの実績からも、世界中から優秀な外国人留学生

を確保することは十分可能であると考えている。 

詳細は、以下の「エージェント別実績」のとおりである。 
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№
エージェント

所在国
主要斡旋先大学 大学所在国

世界

ランク

Australian National University Australia 24

University of Tasmania Australia 287

計 ―

University Canada West Canada ―

Technical University Vienna Austria ―

計 ―

University of Nottingham England 84

University of Glasgow Scotland 65

計 ―

Kyung Sung University Korea ―

Jeju University Korea ―

計 ―

University of New York in Prague Prague ―

Kozminski University Poland ―

計 ―

Universitat Autònoma de Barcelona Spain 188

Reagent's University England ―

University of Westminster England ―

計 ―

University of Cambridge England 6

University of Oxford England 5

計 ―

IPU New Zealand New Zealand ―

Asia Pacific University Malaysia

計 ―

University of Greenwich England ―

Birmingham City University England ―

計 ―

Universite of Twente Netherlands 172

University of Southampton England 96

計 ―

University of Amsterdam Netherlands 57

University of Waterloo Canada 163

計 ―

IESEG School of Management France ―

International Business School IBS Hungary ―

計 ―

University of Northern British Columbia Canada ―

Capilano University Canada ―

計 ―

Southern Cross University Australia ―

Griffith University Australia ―

Melbourne Polytechnic Australia ―

計 ―

― ― ―

― ― ―

計 ―

Polytechnic University of Milan Italy ―

Ca' Foscari University of Venice Italy ―

計 ―

St George's University Granada ―

University of Chester England ―

計 ―

Griffin College Ireland ―

Sydney City College Australia ―

計 ―

Massey University New Zealand 332

University of Waikato New Zealand 274

計 ―

Southern Cross University Australia ―

計 ―

James Cook University Australia 369

Singapore Institute of Management Singapore ―

計 ―

Beihang University China 491

計 ―

University of California, Berkeley USA 27

Oregon State University USA 450

計 ―

― ― ―

― ― ―

計 ―

― ― ―

― ― ―

計 ―

University of Essex England 355

The Hong Kong University of Science and Technology Hong Kong 37

計 ―

Swiss Federal Institute of Technology Switzerland 7

University of Exeter England 154

計 ―

Washington State University USA 391

Oregon State University USA 450

計 ―

― ― ―

― ― ―

計 ―

University of Waterloo Canada 163

Mcmaster University Canada 149

計 ―

SP Jain School of Management Australia Australia ―

その他の大学（濠、加、英、タイ、シンガポール等） ― ―

計 ―

大学別詳細は社外秘

158 20

30

40 40 40

2017年創業

Philippines

25 27 30

2 2 4

5 7

2 2 2

680520 600

1200

26

28

21

22

23

10

11

12

13

14

15

24

28

30

31

16

17

18

19

20

30

1

2

3

4

5

6

7

8

9

エージェント名 2016 派遣人数 2017 派遣人数 2018 派遣人数

大学別詳細は社外秘

10 10

20 20 20

― 30

2017年創業・大学別詳細は社外秘

2017年創業・大学別詳細は社外秘

30 30

30 30

750 750 750

Bangladesh

16

30

250 250 250

Bangladesh WISDOM EDUCATION

MACES

200 200 200

13 13

10 10 10

13

170 170 170

― 25 25

1

― 20 20

― 3 4

1

大学別詳細は社外秘

1200 1200

5 5

100 100

100 100 100

100

100 100 100

5

5 5 5

10 10 10

― 5 10

100 100 100

20 20

20 20 20

20

40

110 110 110

70 70 70

40 40

15 15 15

5 5 5

5 5

150 150 150

17 24 30

4 6

15 20 24

90 90 90

2

Australia Yes Education
大学別詳細は社外秘

Albania COLOMBO CENTER ALBANIA

70

― 100 100

320 320 320

70 70

16 16

10

1000 1000 1000

Brazil GX High Education

Brazil

Bulgaria

Ecuador

Intercambio Help

EDLANTA - Education Abroad

(Bulgaria)

SLI ECUADOR

Countour-LAMN

Brazil NM Intercambios

Brazil
YES - Young Education

Studies Intercambio

Belarus

Philippines Brillante Travel Services

English Bus School

Macedonia EAC D.O.O. Skopje

Transnational EducationMalaysia

Georgia PRIME STUDY

India
Kapri Education & Immigration

Services Pvt. Ltd.

Indonesia
Naresy International Education

Consultant

Italy

Union Education

2018年創業・新規参入企業

10 10 4

80 80 80

Vietnam
New Century Education and

Service Company Ltd.

Vietnam Seven Education

Taiwan
Franklin International

Educational Group

Taiwan
Lincoln Management

Consultants Co., Ltd.

Singapore
Leadership And Management

Institute

大学教育へは初の本格的な参入。2001年より日本のODA案件をJICAより受注

し、アジア、アフリカ、中東、南米など世界で広く、そのプロジェクト遂行・

コンサルタント業務を担当。日本の高度な工学教育の世界展開を企図し、本学

と契約。

29 Vietnam
Japan Vietnam MCHR

Consultants Co., Ltd.

大学教育へは初の本格的な参入。日本政府が公認する外国人介護人材育成の優

良9法人の中の一つで、ベトナムの有力な高校と関係が深く、本学が契約。

6 6 6

25 Sri Lanka
Kaihatsu Management

Consulting Lanka (Pvt.) Ltd.

Taiwan
OH! Study Education

Consulting Center

D S Study International

Russia TravelWorks

Russia
Corps of Executives - Far East

Russia (CEFER, Co. Ltd.)

Nepal
Sea Link Education Center Pvt.

Ltd.

New Zealand

大学別の詳細は本調査に間に合わず

大学別詳細は社外秘

大学別の詳細は本調査に間に合わず

大学別詳細は本調査に間に合わず

大学別詳細は本調査に間に合わず

大学別詳細は社外秘

大学別の詳細は本調査に間に合わず

大学別の詳細は本調査に間に合わず

150

120 120 120

265 265 265

150 150

150 150 150

100 100 100

5
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次に、各国高校、及び、その教員、生徒、保護者に対する直接的な方策について説明

する。 

本学は学生誘致に関して、エージェントの活用だけに依存する訳ではなく、工学部設

置の反響を更に知るべく、担当スタッフが世界各地に実際に足を運び、教員、生徒、保

護者等に直接コミュニケーションも実施しているが、多くの地において、日本で工学を

英語で学べるという点については、エージェント経由の好ましい反応が間違いでない

事を直接的に確認している。 

例えば、スリランカの首都コロンボで 2019 年 1月に開催された国際留学フェアでは、

イギリスやオーストラリアの競合大学が多数出展する中、本学ブースには 2 日間で約

500 人の学生が立ち寄った。 

また、2019 年 3 月にはバンコクで、大学進学意識の高い家庭層が子弟を学ばせるイ

ンターナショナルスクールを訪問し、スクールカウンセラーに本学の工学部のコンセ

プトを説明したところ、高校生向けの進路説明会に招待され、その結果 2019 年 10 月

にバンコクのトップクラスインターナショナルスクール 4 校合同の大学説明会に参加

することになった。 

フィリピンでは、マニラとセブにおいて、2019 年 5 月に私立国際学校、インターナ

ショナルスクール計 6 校に対し教員宛個別に説明会を実施したところ、延べ 150 人も

の学生が自主的に参加し、一部の学生からは具体的な応募方法の確認まで問い合わせ

があった。 

この他、台湾、インドネシア、ネパール、ブラジルにおいても同様の活動と反応を経

験している。 

 

この他、国際市場が本学工学部に対し、強い興味を持っている事についての裏付け事

実として付け加えるとすれば、既にエージェント 4社が本学を訪問しており、更には、

フィリピンより、米国総務省管轄の留学促進制度（Education USA）の担当官が来校し、

カリキュラムの内容確認、施設の視察を行った上、本学の工学部就任予定教員グループ

との意見交換会を実施した。 

このように本学は、世界的にエージェントネットワーク網を築く一方で、海外に対し

直接的に工学部を広報・学生勧誘も進めており、世界の有数の大学と同様の土俵で学生

の誘致を図り、世界からの優秀な学生の確保へ進めるものである。 

  

 

（２）留学生の入学者選抜の実施体制について 

１）入学者選抜のための入試内容 

本学の留学生の入学選抜にあたっては、世界の大学の入試内容と同様に、学習意欲及

び基本的な学力を見極めることを目的にしつつ、多くの受験生が世界中から志願しやす

いように書類選考と面接選考を柱に据えて入試を実施する。すでに、世界の多くの学生

が誤りなく入試情報を得ることができるように、入試要項をネイティブスピーカーの校

閲を経た正確な英語で整備した。さらに、文部科学省のガイドラインに沿った大学入学

資格基準と、工学部が求める数学・物理分野の高校までの履修内容を明確に述べ、本学

が求める英語力を世界的な英語標準テストであるTOEFL iBTおよび IELTS等のスコアで

あわせて明示する。出願書類には、高校時代の成績、志願理由書、推薦書、卒業証明書、

英語能力証明書、および該当者には各国での高校卒業試験あるいは大学入学準備試験の

成績等を求め、全体として志願者の学ぶ意欲と基礎的な学力を評価する。次の段階では、

複数教員による英語による面接を設け、本人の学ぶ意欲、これまでの履修内容、英語力

の高さを改めて調べる機会とする。面接は、コンピュータの画面を通したオンライン面

接を実施し、世界のどこの地でも面接が受けることができる。こうした一連の選考の過

程で、工学部の留学生確保のために編成した国際アドミッションチーム（米国人 1名を

含む 7名体制）が適切な準備を行うと同時に、19名の工学部教員が志願者の評価に関わ

り、大学全体で世界基準の入試を実施する。 
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２）入試の実施の人員体制 

本学の入学試験の実施は、大学入試委員会（学長以下、副学長・各学部長・入学セン

ター長・各学部入試主事の教員を中心に構成）の下で実施され、入試事務は本学入学セ

ンター（センター長は教員、スタッフは事務職員）が所管している。新設する工学部の

留学生入試は、従来にない新しい入試制度となるため、万全の態勢を整えている。具体

的には、既存学部の留学生の為に設置していた国際交流センター（5 名体制）と、工学

部の留学生確保のために編成した国際アドミッションチーム（現在７名、年内に 10名

体制に強化）を発展的に統合し、国際オフィスセンター（センター長は教員、統合後 12

名体制、年内に 15名体制に強化）として今年度（令和元年）から発足させ、国際オフ

ィスセンター所属となった国際アドミッションチームが、入学センターと連携して留

学生入試に取り組む体制を構築した。この国際アドミッションチームは、米国人 1名を

含む 7名の英語に長けた職員で編成しており、入試要項の英語での書き起こし、世界中

からの入試に対する質問への回答、英語でのオンライン出願システムの構築、入試選抜

の選考結果の通知作業などが滞りなく実施することが可能な体制とし、今後、留学生の

志願者数が増えることを見越して、総勢 10 名までの増員を年内に実施すべく計画して

いる。 

なお、工学部の教員は全員が英語に堪能であり、留学生入試選抜の書類選考、面接選

考には工学部教員全員で取り組む計画としている。 

 

（３）留学生の経費支弁能力、在学管理、学修指導、学修支援等について 

１）経費支弁の能力の確認について 

本学では本来の入国ビザ発給に関わる支弁能力の確認以前に、出願時にすでに学生

の経費支弁に関わる情報を自己申告させる。主たる経費支弁者、志願者と経費支弁者の

関係、収入もしくは預金残高等を申告させ、本人が日本で学業を継続する財政的能力が

あることを出願の時点で確認する。自主申告の正当性を確認する為、合格時には自主申

告内容を証明する所得証明、銀行の残高証明書等のエビデンスを提出させる。 

   また、経費支弁能力については、留学エージェント会社を通して、事前に正確な情報

提供を志願希望者に告知する。志願者の入国に当たっては、卒業を目的とした入国のみ

が許されることを明示する。経費支弁ができる学生のみをきちんとエージェントの面

談段階で選別することも、エージェントとの契約内容で明記していることから、エージ

ェントの業務として、本学との信頼関係を維持する点から、責任をもって遂行させ、財

政能力的に不適格者が入り込まないよう対策も行う。 

 

２）在籍管理に関して 

すでに在学している学生全員に対して行っている授業の出席管理を全ての留学生に

対して実施することは勿論のこと、既存の学部に在籍している日本語基準の留学生に

対して行っている管理体制を工学部の学生に対しても実施し、適切な管理を進める。具

体的には、年 4 回（1 セメスタに 2 回ずつ）、留学生本人を国際オフィス等のしかるべ

き部署に呼び出し、在籍確認を行う。パスポートについては年 1回、在留カードと国民

健康保険はいずれも年 4回提示させ、内容を確認する。また、日本国内外の緊急連絡先

や普段連絡を取り合っている友人の連絡先も記入させ、毎セメスタ、修学状況や取得単

位を確認すると同時に、万が一在籍確認に来ない留学生がいる場合には、まず電話やメ

ールで本人に連絡すると同時に、それでも連絡が取れない場合、留学生の自宅を訪問し、

所在や生活状況を確認するなどして、文科省が求めるガイドラインに沿って在籍管理

をきちんと実施するものである。 

 

 ３）留学生への学修指導について 

工学部の専任教員には英語に長けた教員を採用しており、日本人学生と同様の学修

指導を留学生に提供できる教員組織体制としている。シラバスも英語で準備し、秋学期
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入学時（2セメスタ）では、スタートアップゼミの担当教員が指導教員となり、前述の

国際オフィスセンターの職員と連携して日本で初めての海外生活の支援も含め、きめ

細やかな学修指導を行える体制としている。 

日本語教育も初歩より段階的に取り組み、春休み、夏休みの集中授業も活用して、日

本語修得の為の全 21 科目を早期に展開し、希望者には日本企業への就職も可能なレベ

ルに指導する計画である。 

留学生にとって日本人学生との初めての合同授業となる専門共通科目の物理工学科

目、工業数学科目、情報処理科目の授業は、日本人学生にとっても初めて英語で行われ

る授業である。この英語授業内においては、日本語での解説も丁寧に行う事としており、

このことは、留学生にとっては日本語理解の一助となるものと考えている。専門科目の

講義も基本は英語で行うが、専門用語は英語と日本語の両方で修得させ、日本語能力と

日本語での専門用語を修得することにより、社会に出てから直面する可能性が高い企

業の英語の堪能でない技術者とも、技術的なコミュニケーションができる留学生とな

るよう指導する計画である。 

3 セメスタで受講する「デザイン基礎」では、日本人学生とのチームプロジェクト作

業を通じて、自然と実践的な日本語と英語によるコミュニケーション力が備わる様指

導し、5，6セメスタで受講するプレキャップストーンプロジェクト、7，8セメスタで

受講するキャップストーンプロジェクトのチーム活動に継承する。 

語学教育、専門教育については、学修支援室を設け日本人学生、留学生分け隔てなく

学修指導に取り組む。 

 

４）留学生への学修支援について 

留学生の学修支援は、キャンパス全体を国際化させ、日本人学生と同様の学修支援を

実現する計画である。 

具体的には前述した通り、既存学部の留学生の窓口として設置していた国際交流セ

ンターと、工学部の留学生確保のために編成した国際アドミッションチームを発展的

に統合し、国際オフィスセンターとして今年度（令和元年）から発足させた。英語対応

可能な事務職員は 12 名体制となり、年内には 15 名体制に強化する。これにより入学

から卒業までの留学生活を支援する体制を整える計画としている。更に国際オフィス

センターは、外国人留学生の利便性を考慮して、現在建築中の南館（工学部棟）の完成

と共に、南館 1階事務室に移転する。 

なお、国際オフィスセンター以外の事務部署（総務、財務から教務、学生等）につい

ても、英語対応できる事務職員を順次配しており、また、英語の不得手な職員に対して

は、学内にて英語学習の講座を設けてキャンパス全体の国際化に向け整備に取り組ん

でいる。 

本学学生が入学から卒業するまで活用する大学の教学システム（本学では「京学なび」

と称している。以下「京学なび」という）も、外国人留学生を受け入れる準備として既

に英語対応を行った。京学なびは、シラバスから履修登録、出席管理、授業課題、掲示

板、資格・成績管理、進路相談、スケジュール管理、プロファイル等の学生情報のトー

タルシステムであり、学生を中心に教員組織と事務組織が連携して大学全体として運

用している。英語対応を行ったことにより、外国人留学生に対して日本人学生と同様の

学修支援の環境を提供することが実現できる。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（19 ページ） 

６－２－５ 留学生の経費支弁能力、在学

管理、学修指導、学修支援等について 

本学では本来の入国ビザ発給に関わる支弁

（18ページ） 

（追加） 
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能力の確認以前に、出願時にすでに学生の

経費支弁に関わる情報を自己申告させる。

主たる経費支弁者、志願者と経費支弁者の

関係、収入もしくは預金残高等を申告させ、

本人が日本で学業を継続する財政的能力が

あることを出願の時点で確認する。自主申

告の正当性を確認する為、合格時には自主

申告内容を証明する所得証明、銀行の残高

証明書等のエビデンスを提出させる。 

 また、経費支弁能力については、留学エ

ージェント会社を通して、事前に正確な情

報提供を志願希望者に告知する。志願者の

入国に当たっては、卒業を目的とした入国

のみが許されることを明示する。経費支弁

ができる学生のみをきちんとエージェント

の面談段階で選別することも、エージェン

トとの契約内容で明記していることから、

エージェントの業務として、本学との信頼

関係を維持する点から、責任をもって遂行

させ、財政能力的に不適格者が入り込まな

いよう対策も行う。 

 在籍管理に関しては、すでに在学してい

る学生全員に対して行っている授業の出席

管理を全ての留学生に対して実施すること

は勿論のこと、既存の学部に在籍している

日本語基準の留学生に対して行っている管

理体制を工学部の学生に対しても実施し、

適切な管理を進める。具体的には、年 4 回

（1セメスタに 2回ずつ）、留学生本人を国

際オフィス等のしかるべき部署に呼び出

し、在籍確認を行う。パスポートについて

は年 1 回、在留カードと国民健康保険はい

ずれも年 4 回提示させ、内容を確認する。

また、日本国内外の緊急連絡先や普段連絡

を取り合っている友人の連絡先も記入さ

せ、毎セメスタ、修学状況や取得単位を確

認すると同時に、万が一在籍確認に来ない

留学生がいる場合には、まず電話やメール

で本人に連絡すると同時に、それでも連絡

が取れない場合、留学生の自宅を訪問し、

所在や生活状況を確認するなどして、文科

省が求めるガイドラインに沿って在籍管理

をきちんと実施するものである。 

 留学生への学修指導は、工学部の専任教

員には英語に長けた教員を採用しており、

日本人学生と同様の学修指導を留学生に提

供できる教員組織体制としている。シラバ

スも英語で準備し、秋学期入学時（2セメス

タ）では、スタートアップゼミの担当教員

が指導教員となり、前述の国際オフィスセ
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ンターの職員と連携して日本で初めての海

外生活の支援も含め、きめ細やかな学修指

導を行える体制としている。 

日本語教育も初歩より段階的に取り組み、

春休み、夏休みの集中授業も活用して、日

本語修得の為の全 21 科目を早期に展開し、

希望者には日本企業への就職も可能なレベ

ルに指導する計画である。 

留学生にとって日本人学生との初めての合

同授業となる専門共通科目の物理工学科

目、工業数学科目、情報処理科目の授業は、

日本人学生にとっても初めて英語で行われ

る授業である。この英語授業内においては、

日本語での解説も丁寧に行う事としてお

り、このことは、留学生にとっては日本語

理解の一助となるものと考えている。専門

科目の講義も基本は英語で行うが、専門用

語は英語と日本語の両方で修得させ、日本

語能力と日本語での専門用語を修得するこ

とにより、社会に出てから直面する可能性

が高い企業の英語の堪能でない技術者と

も、技術的なコミュニケーションができる

留学生となるよう指導する計画である。 

3 セメスタで受講する「デザイン基礎」で

は、日本人学生とのチームプロジェクト作

業を通じて、自然と実践的な日本語と英語

によるコミュニケーション力が備わる様指

導し、5，6 セメスタで受講するプレキャッ

プストーンプロジェクト、7，8セメスタで

受講するキャップストーンプロジェクトの

チーム活動に継承する。 

語学教育、専門教育については、学修支援

室を設け日本人学生、留学生分け隔てなく

学修指導に取り組む。 

 留学生の学修支援は、キャンパス全体を

国際化させ、日本人学生と同様の学修支援

を実現する計画である。 

具体的には、既存学部の留学生の為に設置

していた国際交流センター（5名体制）と、

工学部の留学生確保のために編成した国際

アドミッションチーム（現在７名、年内に

10 名体制に強化）を発展的に統合し、国際

オフィスセンター（センター長は教員、統

合後 12 名体制、年内に 15 名体制に強化）

として今年度（令和元年）から発足させた。

これにより入学から卒業までの留学生活を

支援する体制を整える計画としている。更

に国際オフィスセンターは、外国人留学生

の利便性を考慮して、現在建築中の南館（工

学部棟）の完成と共に、南館 1 階事務室に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

移転する。 

なお、国際オフィスセンター以外の事務部

署（総務、財務から教務、学生等）について

も、英語対応できる事務職員を順次配して

おり、また、英語の不得手な職員に対して

は、学内にて英語学習の講座を設けてキャ

ンパス全体の国際化に向け整備に取り組ん

でいる。 

本学学生が入学から卒業するまで活用する

大学の教学システム（本学では「京学なび」

と称している。以下「京学なび」という）

も、外国人留学生を受け入れる準備として

既に英語対応を行った。京学なびは、シラ

バスから履修登録、出席管理、授業課題、掲

示板、資格・成績管理、進路相談、スケジュ

ール管理、プロファイル等の学生情報のト

ータルシステムであり、学生を中心に教員

組織と事務組織が連携して大学全体として

運用している。英語対応を行ったことによ

り、外国人留学生に対して日本人学生と同

様の学修支援の環境を提供することが実現

できる。 

 

 

（26 ページ） 

８－２－２－２ 推薦入試 

本学が指定する高等学校を卒業見込みの者

で、本学を専願し、評定平均値等一定の条

件を満たし、且つ出身学校長が推薦する者

について、志望理由書、調査書、面接等を資

料として総合判定する。但し、数学と理科

（物理基礎・物理）と英語の成績を重視す

る。 

また、併願型推薦入試では、出身学校長等

が推薦する者について、基礎考査（数学と

理科（物理基礎・物理）と英語）、調査書の

評定平均値を点数化して総合判定する。 

 

８－２－２－３ 留学生入試 

 ２年目より留学生も推薦入試枠で 40 名

募集する。 

文部科学省のガイドラインに沿った大学入

学資格基準と、工学部が求める数学・物理

分野の高校までの履修内容を明確に述べ、

本学が求める英語力を世界的な英語標準テ

ストである TOEFL iBT および IELTS 等のス

コアであわせて明示する。出願書類には、

高校時代の成績、志願理由書、推薦書、卒業

証明書、英語能力証明書、および該当者に

は各国での高校卒業試験あるいは大学入学

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（23 ページ） 

８－２－２－２ 推薦入試 

本学が指定する高等学校を卒業見込みの者

で、本学を専願し、評定平均値等一定の条

件を満たし、且つ出身学校長が推薦する者

について、志望理由書、調査書、面接等を資

料として総合判定する。但し、数学と理科

（物理基礎・物理）と英語の成績を重視す

る。 

また、併願型推薦入試では、出身学校長等

が推薦する者について、基礎考査（数学と

理科（物理基礎・物理）と英語）、調査書の

評定平均値を点数化して総合判定する。 

 

 

 ２年目より留学生も推薦入試枠で 40 名

募集する。 
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準備試験の成績等を求め、全体として志願

者の学ぶ意欲と基礎的な学力を評価する。

次の段階では、複数教員による英語による

面接を設け、本人の学ぶ意欲、これまでの

履修内容、英語力の高さを改めて調べる機

会とする。面接は、コンピュータの画面を

通したオンライン面接を実施し、世界のど

この地でも面接が受けることができる。こ

うした一連の選考の過程で、工学部の留学

生確保のために編成した国際アドミッショ

ンチーム（米国人 1 名を含む 7 名体制、年

内には 10名体制とする）が適切な準備を行

うと同時に、19 名の工学部教員が志願者の

評価に関わり、大学全体で世界基準の入試

を実施する。 

 

良質な留学生の確保に向けての施策とし

て、信頼性の高い留学エージェントの活用

を計画しており、国際的に認められた団体

等に属している留学エージェント 31 社（資

料 28）との間で海外での PR 活動を進めて

いる。留学エージェント 31 社の内、新規参

入の 3 社（過去の実績なし、但し担当者は

業界経験豊富）を除く、28 社に対して実績

調査を改めて実施したところ、28社すべて

が実績を公表してくれた。大学別の内訳に

ついては 14 社から回答があり、8社が社外

秘、6社は回答が間に合わなかった。2018 年

の留学生派遣人数の内訳は 501 名以上の派

遣実績を持つエージェントは 4 社、500～

201 名以下が 4 社、200 名以下が 20 社、と

なっている。これらの実績からも、世界中

から優秀な外国人留学生を確保することは

十分可能であると考えている。なお、本学

は学生誘致に関して、エージェントの活用

だけに依存する訳ではなく、工学部設置の

反響を更に知るべく、担当スタッフが世界

各地に実際に足を運び、教員、生徒、保護者

等に直接コミュニケーションも実施してい

るが、多くの地において、日本で工学を英

語で学べるという点については、エージェ

ント経由の好ましい反応が間違いでない事

を直接的に確認している。 

例えば、スリランカの首都コロンボで 2019

年 1 月に開催された国際留学フェアでは、

イギリスやオーストラリアの競合大学が多

数出展する中、本学ブースには 2 日間で約

500 人の学生が立ち寄った。 

また、2019 年 3 月にはバンコクで、大学進

学意識の高い家庭層が子弟を学ばせるイン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良質な留学生の確保に向けての施策とし

て、信頼性の高い留学エージェントの活用

を計画しており、国際的に認められた団体

等に属している留学エージェント 26 社と

の間で海外での PR活動を進めている。各留

学エージェントが令和 3 年 9 月に工学部の

留学生として送り出すことが可能と想定し

ている留学生の数を集計すると 145 名～

315 名となり、そこから判断して優秀な 40

名の留学生確保については充分可能である

と判断している。 

 なお、既に海外での広報展開については、

海外の留学フェアで本学工学部・工学研究

科に興味を抱き、本学のブースに立ち寄り、

本学の説明を聞きに来た学生の数は 2019

年 2月から2019年 5月までの4か月間だけ

でも約 470 名（スリランカ 150 名、タイ 10

名、ブラジル 200 名、フィリピン 110 名）

に上っており、実際に多数の入学希望の留

学生が存在している。 
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ターナショナルスクールを訪問し、スクー

ルカウンセラーに本学の工学部のコンセプ

トを説明したところ、高校生向けの進路説

明会に招待され、その結果 2019 年 10 月に

バンコクのトップクラスインターナショナ

ルスクール 4 校合同の大学説明会に参加す

ることになった。 

フィリピンでは、マニラとセブにおいて、

2019 年 5月に私立国際学校、インターナシ

ョナルスクール計 6 校に対し教員宛個別に

説明会を実施したところ、延べ 150 人もの

学生が自主的に参加し、一部の学生からは

具体的な応募方法の確認まで問い合わせが

あった。 

この他、台湾、インドネシア、ネパール、ブ

ラジルにおいても同様の活動と反応を経験

している。 

 

この他、国際市場が本学工学部に対し、強

い興味を持っている事についての裏付け事

実として付け加えるとすれば、既にエージ

ェント 4社が本学を訪問しており、更には、

フィリピンより、米国総務省管轄の留学促

進制度（Education USA）の担当官が来校し、

カリキュラムの内容確認、施設の視察を行

った上、本学の工学部就任予定教員グルー

プとの意見交換会を実施した。 

このように本学は、世界的にエージェント

ネットワーク網を築く一方で、海外に対し

直接的に工学部を広報・学生勧誘も進めて

おり、世界の有数の大学と同様の土俵で学

生の誘致を図り、世界からの優秀な学生の

確保へ進めるものである。 

 

 

（29 ページ） 

８－３ 選抜体制 

入学者選抜は、「京都学園大学入試委員会内

規」「京都学園大学入試委員会運営細則」に

則して京都学園大学入試委員会（学長以下、

副学長・各学部長・入学センター長各学部

入試主事の教員を中心に構成）が、学生募

集要項に基づき、公平且つ厳正に実施する。 

入学試験の円滑な実施を図るため、大学入

試委員会のもとに入試執行部会を設けてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（24 ページ） 

８－３ 選抜体制 

入学者選抜は、「京都学園大学入試委員会内

規」「京都学園大学入試委員会運営細則」に

則して京都学園大学入試委員会が、学生募

集要項に基づき、公平且つ厳正に実施する。 

入学試験の円滑な実施を図るため、大学入

試委員会のもとに入試執行部会を設けてい

る。 
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（是正事項）工学部 機械電気システム工学科 

２．【第一次審査意見３の回答について】 

＜入学後に必要となる語学力の確認方法が不明確＞ 

英語による授業を行う計画となっていることから、入学者選抜において、それに必要とな

る語学力の確認をどのように行うのか回答を求めたが、回答された内容は「入学者選抜に

おいて必ず英語の試験を課し」という回答で、具体的な説明がなく入学者選抜において適

切に語学力の確認を行えるのか不明確である。このため入学者選抜における英語の試験

について、例えば、水準、内容、配点割合などを明確にすること。なお、入学後に英語の

能力が不十分な学生がいる可能性も想定されることから、そのような学生に対する対応

策について、実施体制を含め説明すること。 

 

 

（対応） 

「入学後に必要となる語学力の確認方法が不明確」「入学後に英語の能力が不十分な学生

がいる可能性も想定されることから、そのような学生に対する対応策について、実施体制を

含め説明する事」とのご意見に対し、以下の通り回答する。 

 

（１）入学者選抜における英語の試験について 

入学試験で求める英語の学力に対する考え方は「高等学校の教育課程で修得する基礎的

な英語力と英語コミュニケーション能力（アドミッション・ポリシーから抜粋）」としてい

る。【表 1】に英語入学試験と外部検定試験の換算表を示し、【表 2】に入学試験問題の出題

範囲・配点割合を示す。入学試験問題は GTEC690 点から 959 点レベルを想定して作問し、高

校卒業レベルの英語力であれば、一般入試、推薦入試のいずれの入試においても 6割～8割

の得点ができる様にする方針としている。【表３】の入試方式と英語配点に示したように、

英語は全ての入試方式において受験する科目に指定している。 

なお、工学教育では数学と理科（物理基礎・物理）の基礎的な学力が非常に重要な要素で

あり、入学時においては、英語力よりもより重視すべき必要不可欠な基礎力とも考えている。

そのため、【表３】に示すとおり英語力に配慮しつつ、物理又は、数学に特に秀でた学生、

あるいは物理と数学に秀でた学生は積極的に受入れる方針としており、合格者によっては

英語入学試験の点数が 6割を下回る学生も入学してくることも考えられる。その為、入学時

に英語能力が不十分な学生に対して、入学後は十分に配慮した英語教育を行う計画であり

具体的な内容は後述する。 

 

【表 1】《外部試験との換算表》 

併願型推薦入試および一般入試において、受験生が英語外部検定試験の級またはスコア

を持っている場合、出願時に申請することにより、下記の換算表にもとづいてみなし得点に

換算する。受験生は併願型推薦入試および一般入試において、必ず「英語」試験を受験し、

その得点と「みなし得点」とを比較して、高得点なものを合否判定に採用する。この方式を

採用する狙いは、受験生が有する本来の英語力を、入試というストレスの多い環境における

「英語」試験の得点の結果のみから判断することを避けることである。 
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註 文部科学省 H30 年 3月作成の「各資格・検定試験と CEFR との対照表」を基に作成。 

 

【表２】《英語出題内容と配点割合》 

出題範囲は、併願型推薦入試、一般入試ともに、「コミュニケーション英語Ⅰ」「コ

ミュニケーション英語Ⅱ」「コミュニケーション英語Ⅲ」「英語表現Ⅰ」「英語表現

Ⅱ」。 

 

併願型推薦入試 

問題番号 内容 
配点割合（％） 

（2019 年度） 

１ 300 語前後の英文について、正確に情報や大意を把握する力

とともに英問英答式の選択問題によりコミュニケーション力

を問う。 

２５ 

２ 200 語前後の会話文に関しての英問英答式選択問題で、コミ

ュニケーション力とともに会話文からの情報把握力を問う。 

１５ 

３ 対話文の空所補充問題５題で、状況理解力や口語表現への習

熟度を問う。 

１５ 

４ 短文空所補充問題 10 題で、文法知識や語彙力を問う。 ３０ 

５ 和文対照の選択式整序問題で、英語の語順への習熟度を問う。 １５ 

 

一般入試 

問題番号 内容 
配点割合（％） 

（2019 年度） 

１ 500 語前後の英文について、正確に情報や大意を把握する力

とともに英問英答式の選択問題によりコミュニケーション力

を問う。 

３０ 

２ 200 語前後の会話文に関しての英問英答選択問題４題で、コ

ミュニケーション力や会話文からの情報把握力を問う。 

２０ 

３ 対話文の空所補充問題５題で、状況理解力や口語表現への習

熟度を問う。 

１５ 

４ 短文空所補充問題 10 題で、文法知識や語彙力を問う。 ２０ 

５ 和文対照の整序式英文表現問題５題で、英文の構成力を問う。 １５ 
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【表３】《入試方式と英語配点》 

入試形態 理科 

（物理基礎・物

理） 

数学 

（数学Ⅰ・A、数

学Ⅱ・B） 

英語 評定平均 

併願型推薦入試 １００ ５０ ５０ ５０ 

一般入試 A、B ２００ １００ １００ ― 

一般入試 C １００ ― １００ ― 

センター利用入試 １００ ２００ １００ ― 

 

 

（２）入学後に英語の能力が不十分な学生に対する対応策について 

前述したとおり、工学教育では数学と理科（物理基礎・物理）の基礎的な学力が非常

に重要な要素であり、入学時においては英語力よりも必要不可欠な基礎力とも考えて

いる。そのため、入学時に英語能力が不十分な学生に対して、入学後は十分に配慮した

英語教育を行う計画であり、具体的には以下のとおりである。 

専門の講義を英語で受講するために必要な英語力は、入学後、最初の１セメスタでの

週 10コマの集中的な英語科目を含め、2回生終了までに配置した 21 コマの英語科目の

授業で涵養する。 

具体的な英語の講義の実施方法、成績評価方法、補習方法について述べる。 

入学後のオリエンテーションで、英語 4技能を判定できる GTEC 試験（GTEC Academic

の 4 技能版、以下 GTEC Academic LRWS と記す）を実施する。これは入学者を英語能力

に応じて適切なレベルにクラス分けするためのプレイスメントテストである。能力別

クラスの人数は、「英語文法Ⅰ」「アクティブ・リーディング」は 30 人程度、それ以外

のネイティブの講師による「英会話Ⅰ」「工業英語Ⅰ」「アクティブ・リスニング」は 15

人程度の少人数クラスで行う。授業では毎回必ず小テストを実施し、宿題を課す。小テ

ストの成績が悪ければ補習クラスを受講させる。成績下位クラスの学生には本学の英

語担当教員によって実施する補習授業で学習支援を実施する。現在、本学の既存学部に

て実施されている英語の学習支援は他学部所属の英語担当教員 3 人と教育開発センタ

ー所属の英語担当教員 4人の計 7人体制としている。工学部の開設（令和 2年 4月）時

には、この教育開発センターの英語担当教員を 6人増員して、大学全体の英語教育に対

する学習支援体制を 13人として整備する計画である。 

7 月に 2回目の GTEC Academic LRWS を受験させ、1セメスタの英語力の向上を評価

する。単位認定は小テストと 7月の GTEC Academic LRWS の成績、授業中の積極度など

を総合して行う。 

工学部では 1セメスタに配置した 10 コマの英語科目は全て必修である。不合格とな

った英語科目は夏休みに本学の英語担当教員による補講（リメディアル講義）を行う。

補講の終了後、所定の試験に合格すれば単位を付与する。2セメスタの英語クラス分け

は 9月に実施する 3回目の GTEC Academic LRWS の成績により行う。2セメスタには「英

会話Ⅱ」1 コマ、「英語文法Ⅱ」2 コマ、「工業英語Ⅱ」2 コマの合計 5 コマの英語科目

が配置されている。成績評価の方法、補習クラスの体制は 1セメスタと同様である。12

月に 4回目の GTEC Academic LRWS の試験を実施し、その結果を基に 3セメスタの能力

別クラス分けを行う。3セメスタでは「英会話Ⅲ」「アカデミックライティングⅠ」「プ

レゼンテーション」を各 1 コマ、4 セメスタでは「英会話Ⅳ」「アカデミックライティ

ングⅡ」「ディスカッション」を各 1コマ履修する。成績評価の方法、補習クラスの体

制は 1、2セメスタと同様である。 

さらに、2 セメスタからスタートする英語での専門共通科目の講義と演習、「物理工

学Ⅰ＋演習」、「微分積分と線形代数Ⅰ＋演習」、「情報リテラシー」においては、英語で

の講義を日本語で補足説明する。3セメスタ以降の英語での授業においても、日本語で
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の補足説明を行うこととしているが、学生の英語での授業に対する習熟度の向上に合

わせて日本語での補足説明は少なくしていく。こうして、専門共通科目の講義と英語の

授業の相乗効果で、日本人学生の英語能力を無理なく高めていく。加えて、学生 25人

～30人に一人の割合で英語のできる日本人 TA を配置し、授業で課した課題の採点結果

を返却する際に、誤りのある解答についてきめ細かい学修指導を行う。さらに本学の専

門科目の専任教員（19 人）と TA（開設時 8 人、完成年度には最大 36名の予定）により

構成する学修支援室を設け、学生がいつでも日本語で質問できる環境を用意し、授業時

間外の学習支援を行う。3セメスタ、4セメスタでの専門の講義においても同様に、英

語での講義を日本語で補足説明する講義スタイルと、TA の配置、学修支援室による学

修支援体制をとることで、講義内容の修得を支援すると同時に、英語による講義でも、

講義内容を無理なく修得できるように配慮する。学修支援室では、日本人学生に限らず

外国人留学生に対しても同様に対応する。 

1 セメスタから 4 セメスタで提供する 21 コマの英語科目の内、1 セメスタに配置し

た必修 10コマを含む 18コマの修得を 2年生から 3年生への進級要件とし、3年生以上

での専門の講義科目を英語で受講する力を担保する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（27ページ） 

８－２－３ 入学者選抜における英語の試

験について 

一般入試、併願型推薦入試の入学試験で求

める英語の学力に対する考え方は「高等学校

の教育課程で修得する基礎的な英語力と英

語コミュニケーション能力（アドミッショ

ン・ポリシーから抜粋）」としている。【表 1】

に英語入学試験と外部検定試験の換算表を

示し、【表 2】に入学試験問題の出題範囲・配

点割合を示す。入学試験問題は GTEC690 点か

ら 959 点レベルを想定して作問し、高校卒業

レベルの英語力であれば、一般入試、推薦入

試のいずれの入試においても6割～8割の得

点ができる様にする方針としている。【表３】

の入試方式と英語配点に示したように、英語

は全ての入試方式において受験する科目に

指定している。 

なお、工学教育では数学と理科（物理基礎・

物理）の基礎的な学力が非常に重要な要素で

あり、入学時においては、英語力よりもより

重視すべき必要不可欠な基礎力とも考えて

いる。そのため、【表３】に示すとおり英語

力に配慮しつつ、物理又は、数学に特に秀で

た学生、あるいは物理と数学に秀でた学生は

積極的に受入れる方針としており、合格者に

よっては英語入学試験の点数が 6 割を下回

る学生も入学してくることも考えられる。そ

の為、入学時に英語能力が不十分な学生に対

して、入学後は十分に配慮した英語教育を行

う計画である。 

（24ページ） 

（追加） 
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【表 1】《外部試験との換算表》 

併願型推薦入試および一般入試において、

受験生が英語外部検定試験の級またはスコ

アを持っている場合、出願時に申請すること

により、下記の換算表にもとづいてみなし得

点に換算する。受験生は併願型推薦入試およ

び一般入試において、必ず「英語」試験を受

験し、その得点と「みなし得点」とを比較し

て、高得点なものを合否判定に採用する。こ

の方式を採用する狙いは、受験生が有する本

来の英語力を、入試というストレスの多い環

境における「英語」試験の得点の結果のみか

ら判断することを避けることである。 

 
註 文部科学省 H30 年 3月作成の「各資格・

検定試験と CEFR との対照表」を基に作成。 

 

【表２】《英語出題内容と配点割合》 

出題範囲は、併願型推薦入試、一般入試とも

に、「コミュニケーション英語Ⅰ」「コミュニ

ケーション英語Ⅱ」「コミュニケーション英

語Ⅲ」「英語表現Ⅰ」「英語表現Ⅱ」。 

 

併願型推薦入試 

問

題 

番

号 

内容 

配点割

合（％） 

（2019

年度） 

１ 300 語前後の英文につい

て、正確に情報や大意を把

握する力とともに英問英

答式の選択問題によりコ

ミュニケーション力を問

う。 

２５ 

２ 200 語前後の会話文に関し

ての英問英答式選択問題

で、コミュニケーション力

とともに会話文からの情

報把握力を問う。 

１５ 

３ 対話文の空所補充問題５

題で、状況理解力や口語表

現への習熟度を問う。 

１５ 
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４ 短文空所補充問題10題で、

文法知識や語彙力を問う。 

３０ 

５ 和文対照の選択式整序問

題で、英語の語順への習熟

度を問う。 

１５ 

 

一般入試 

問

題 

番

号 

内容 

配点割

合（％） 

（2019

年度） 

１ 500 語前後の英文について、

正確に情報や大意を把握す

る力とともに英問英答式の

選択問題によりコミュニケ

ーション力を問う。 

３０ 

２ 200語前後の会話文に関して

の英問英答選択問題４題で、

コミュニケーション力や会

話文からの情報把握力を問

う。 

２０ 

３ 対話文の空所補充問題５題

で、状況理解力や口語表現へ

の習熟度を問う。 

１５ 

４ 短文空所補充問題 10 題で、

文法知識や語彙力を問う。 

２０ 

５ 和文対照の整序式英文表現

問題５題で、英文の構成力を

問う。 

１５ 

 

【表３】《入試方式と英語配点》 

入試形態 理科 

（ 物 理 基

礎・物理） 

数学 

（数学Ⅰ・A、

数学Ⅱ・B） 

英語 評定平

均 

併願型推

薦入試 

100 50 50 50 

一般入試

A、B 

200 100 100 ― 

一般入試

C 

100 ― 100 ― 

センター

利用入試 

100 200 100 ― 
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（改善事項）工学部 機械電気システム工学科 

【教育課程等】 

３．【第一次審査意見７の回答について】 

＜シラバスの充実等について＞ 

「機械電気システム工学概論」のシラバスの使用言語が申請書類上の説明と異なってい

るため適切に修正すること。また、基本的に英語による授業を行う計画となっていること

から、学生が履修し易いよう英語によるシラバスを作成すること。なお、基本的に英語で

授業を行う計画であるため、教員のファカルティ・ディベロップメントが重要と考 

えられることから、教員の英語による教授方法の向上等の取組を説明すること。 

 

 

（対応）  

「機械電気システム工学概論のシラバスの使用言語を適切に修正すること」、「英語によ

るシラバスを作成すること」「教員の英語による教授方法の向上等の取組を説明すること」

について、以下の通り回答する。 

 

（１）「機械電気システム工学概論」の使用言語について 

当該科目の補正時の表記に誤りがあり、以下の通り修正する。 

日本人クラス：日本語 

外国人クラス：英語 

 

（２）英語シラバスの作成について 

資料 1のとおり、英語のシラバスを作成した。 

 

（３）教員の英語による授業方法の向上への取り組みについて 

 採用した教員 19 名のうち、6 名は外国人である。残りの教員には、講義は英語で行

う事を公募時の募集要項に明示し、採用時の面接、英語での模擬講義等によりその能力

を確認している。また、教員の会議は全て英語で行われ、電子メールも全て英語を標準

言語として用いるなど、日常的に英語を活用する環境が実現されている。さらに、全学

のファカルティ・ディベロップメント委員会の下に位置付けられる工学部のファカル

ティ・ディベロップメント小委員会において、工学の専門性を踏まえた上で、より良い

英語による講義を実践するために、次のファカルティ・ディベロップメント講義を毎年

実施する。 

外国人を含めたすべての教員が参加して、「英語による講義」実践のためのターム 1

「わかりやすく伝える英語での授業で使用する話法や技術」、ターム 2「学生を授業に

巻き込む英語の授業で使用する話法や技術」という 2つの修得目標を定め、受講者参加

型のロールプレイを取り入れた研修を行う。1タームは 2日間に亘り、90分の講義を 6

回で構成する。 

講師は、実績のある外部機関より英語による講義の実施法を専門に教える人材を招

へいし、工学部のファカルティ・ディベロップメント小委員会では、外国人を含むすべ

ての工学部教員と、前述の英語による講義の実施法を専門とする外部講師が協働して、

継続的にファカルティ・ディベロップメントの改善に努める。英語に限らず、日本語に

よる講義に関するファカルティ・ディベロップメントについても、外国人を含むすべて

の工学部教員により継続的な改善に努める。 

各タームの概要は以下のとおりである。 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（38ページ） 

(3) 授業公開 

教員同士で授業参観を行う授業公開制

度を運用している。これまで公開授業の

対象者を全教員とし、すべての授業を参

観できるように仕組みを整え、公開授業

を行った後、学部ごとに所属する専任教

員が集まって、授業参観に基づいた相互

批評の場を設け、授業改善の実質的向上

を図ってきた。現在カリキュラム改革に

合わせたより効果的な授業公開制度を委

員会にて検討している。学部でのまとめ

は、FD･SD推進委員会に提示され全学に共

有される。 

 

 工学部 FD 活動として、工学の専門性を踏

まえた上で、より良い英語による講義を実

践するために、次のファカルティ・ディベ

ロップメント講義を毎年実施する。 

外国人を含めたすべての教員が参加し

て、「英語による講義」実践のためのターム

1「わかりやすく伝える英語での授業で使用

する話法や技術」、ターム 2「学生を授業に

巻き込む英語の授業で使用する話法や技

術」という 2 つの修得目標を定め、受講者

参加型のロールプレイを取り入れた研修を

行う。1 タームは 2 日間に亘り、90 分の講

義を 6回で構成する。 

講師は、実績のある外部機関より英語に

よる講義の実施法を専門に教える人材を招

へいし、工学部のファカルティ・ディベロ

ップメント小委員会では、外国人を含むす

べての工学部教員と、前述の英語による講

義の実施法を専門とする外部講師が協働し

（33ページ） 

(3) 授業公開 

教員同士で授業参観を行う授業公開制

度を運用している。これまで公開授業の

対象者を全教員とし、すべての授業を参

観できるように仕組みを整え、公開授業

を行った後、学部ごとに所属する専任教

員が集まって、授業参観に基づいた相互

批評の場を設け、授業改善の実質的向上

を図ってきた。現在カリキュラム改革に

合わせたより効果的な授業公開制度を委

員会にて検討している。学部でのまとめ

は、FD･SD推進委員会に提示され全学に共

有される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Term１．Communication Lecturing 

わかりやすく伝える授業テクニック 

・わかりやすい授業構成で学生を動機づける 

・重要な点を強調する 

・ポイントをわかり易くまとめる 

・理解度を高めるために言い換える 

・効果的に例を挙げる 

・話し方のスタイルを自在に操る 

・模擬授業の練習とフィードバッグ 

 

Term２．Interactive Lecturing 

学生を授業に巻き込むテクニック 

・学生の発言を促す 

・議論の方向性をコントロールする 

・学生全員を議論に巻き込む 

・自ら組み立てた模擬授業を行う 

・模擬授業の練習とフィードバック 

・模擬授業の練習とフィードバッグ 

 



20 

て、継続的にファカルティ・ディベロップ

メントの改善に努める。英語に限らず、日

本語による講義に関するファカルティ・デ

ィベロップメントについても、外国人を含

むすべての工学部教員により継続的な改善

に努める。 

 

 FD･SD 活動の成果は、「京都学園大学 FD･

SD 推進活動報告書」としてまとめられ、教

育研究活動を社会変化に対応させる施策を

検討する際の基礎資料となっている。なお、

SD活動については総務財務課と FD･SD推進

委員会とが連携しながら実施し、必要な知

識及び技能向上に向けて教職員の能力開発

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 FD･SD 活動の成果は、「京都学園大学 FD･

SD 推進活動報告書」としてまとめられ、教

育研究活動を社会変化に対応させる施策を

検討する際の基礎資料となっている。なお、

SD活動については総務財務課と FD･SD推進

委員会とが連携しながら実施し、必要な知

識及び技能向上に向けて教職員の能力開発

を行っている。 
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（改善事項）工学部 機械電気システム工学科 

 
 

（対応） 

  基本計画書に記載している図書購入費が、学年進行につれて減額しているのは、工  

学教育に必要な初期の図書を開設前年度、第 1年次、第 2年次の 3年間で整備する計

画としていることによる。 

今回、補正にて対応した電子ジャーナルは、開設前年度に購入し、第 1年次、第 2

年次の維持・管理費も購入費に併せて補正時に上乗せした。 

3 年次以降の電子ジャーナルの維持・管理費は、私学行政課に相談の上、経常経費

としていたが、わかりやすくするために、再補正にて第 3年次、第 4年次にも計上す

ることとした。 

なお、完成年度以降も電子ジャーナルに係る維持・管理費は、同額を継続する計画

である。 

 

具体的には、開設前年度は一般図書 55,365 千円（学部 32,623 千円、研究科 22,742

千円）、電子ジャーナル購入費 4,562 千円（学部 4,366 千円、研究科 196 千円）、第 1

年次一般図書 32,269 千円（学部 14,977 千円、研究科 17,292 千円）、電子ジャーナル

維持管理費 4,562 千円（学部 4,366 千円、研究科 196 千円）、第 2年次一般図書

25,119 千円（学部 12,621 千円、研究科 12,498 千円）、電子ジャーナル維持管理費

4,562 千円（学部 4,366 千円、研究科 196 千円）としている。 

3 年次以降の維持・管理費は、再補正にて第 3年次一般図書 13,120 千円（学部

7,644 千円、研究科 5,476 千円）、電子ジャーナル維持管理費 4,562 千円（学部 4,366

千円、研究科 196 千円）、第 4年次一般図書 7,620 千円（学部 4,699 千円、研究科

2,921 千円）、電子ジャーナル維持管理費 4,562 千円（学部 4,366 千円、研究科 196 千

円）を計上することとした。 

 

 

 

年次別図書購入費内訳 （千円）

開設前年
度

第1年次 第2年次 第3年次 第4年次

合計 59,927 36,831 29,681 17,682 12,182

学部 36,989 19,343 16,987 12,010 9,065

研究科 22,938 17,488 12,694 5,672 3,117

合計 55,365 32,269 25,119 13,120 7,620

学部 32,623 14,977 12,621 7,644 4,699

研究科 22,742 17,292 12,498 5,476 2,921

合計 4,562 4,562 4,562 4,562 4,562

学部 4,366 4,366 4,366 4,366 4,366

研究科 196 196 196 196 196

図書費合計

内
訳

一般図書

電子
ジャーナ

ル

４．【第一次審査意見９の回答について】 

＜電子ジャーナルの維持の方策が不明確＞ 

電子ジャーナルを整備する計画となったが図書購入費は学年進行するにつれて減額にな

っていることから、電子ジャーナルの維持・管理が適切にできるよう図書購入費となっ

ていることを説明すること。 
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基本計画書の図書購入費について 

9 月再補正対応  

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

― 千円 ― 千円

共同研究費等 10000千円 10000千円 10000千円 10000千円 ― 千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 2000千円 2000千円 2000千円 2000千円

― 千円 ― 千円

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第４年次 第５年次 第６年次

設備購入費 1,374,808千円 133,133千円 8,990千円 5,000千円 5,000千円

― 千円

図書購入費 36,989千円 19,343千円 16,987千円 12,010千円 9,065千円 ― 千円 ― 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 資産運用収入，雑収入　等

1,600千円 1,460千円 1,460千円 1,460千円 ― 千円 ― 千円

 
 

 

7 月補正時 

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

― 千円 ― 千円

共同研究費等 10000千円 10000千円 10000千円 10000千円 ― 千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 2000千円 2000千円 2000千円 2000千円

― 千円 ― 千円

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第４年次 第５年次 第６年次

設備購入費 1,374,808千円 133,133千円 8,990千円 5,000千円 5,000千円

― 千円

図書購入費 36,989千円 19,343千円 16,987千円 7,644千円 4,699千円 ― 千円 ― 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 資産運用収入，雑収入　等

1,600千円 1,460千円 1,460千円 1,460千円 ― 千円 ― 千円

 
 

 

3 月申請時 
第４年次 第５年次 第６年次

2000千円 2000千円 2000千円経費
の見
積り

教員１人当り研究費等

共同研究費等

図書購入費

― 千円1,379,416千円

学生納付金以外の維持方法の概要 資産運用収入，雑収入　等

10000千円 10000千円 10000千円 10000千円

5,000千円 ― 千円設備購入費

第６年次

151,062千円 9,257千円 5,000千円

― 千円32,622千円

第３年次

1,600千円 1,460千円 1,460千円 1,460千円 ― 千円 ― 千円

第１年次 第２年次 第４年次 第５年次
学生１人当り

納付金

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

― 千円 ― 千円

2000千円 ― 千円 ― 千円

4,699千円 ― 千円14,978千円 12,622千円 7,644千円

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

 
 

 

 

 



審査意見への対応を記載した書類（９月） 

資料 目次 

 

【資料１】シラバス（授業計画） 
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